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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂（Ａ）(ただし、ポリエチレンを除く)と、ＤＢＰ吸油量が３０～７５０ｍ
ｌ／１００ｇのカーボンブラック（Ｂ）と、樹脂（Ｃ）とを含む導電性樹脂組成物であっ
て、
　樹脂（Ｃ）のガラス転移温度が熱可塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度よりも低く、
樹脂（Ｃ）は、熱可塑性エラストマー（ただし、ポリエーテル系熱可塑性エラストマーを
除く）またはポリエチレンで、
　カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギーが、カーボンブラック（
Ｂ）と熱可塑性樹脂（Ａ）との界面自由エネルギーよりも低く、
　カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギーが、０～５０ｍＮ／ｍで
ある導電性樹脂組成物を含むことを特徴とする導電性マスターバッチ。
【請求項２】
　請求項１記載の導電性マスターバッチを用いて形成され、かつ延伸されてなる導電性フ
ィルム。
【請求項３】
　請求項１記載の導電性マスターバッチを含む組成物を溶融混練する工程（１）、次に、
フィルムを形成する工程（２）、更に、前記フィルムを延伸する工程（３）を含むことを
特徴とする導電性フィルムの製造方法。
【請求項４】
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　前記工程（３）において、フィルムを二軸延伸することを特徴とする請求項３記載の導
電性フィルムの製造方法。
【請求項５】
　前記工程（３）において、フィルムの延伸倍率が面積比で１．５～２５倍であることを
特徴とする請求項３または４記載の導電性フィルムの製造方法。
【請求項６】
　請求項３～５いずれか記載の製造方法で得られた導電性フィルム。
【請求項７】
　請求項２または６記載の導電性フィルムの表面抵抗率が、１×１０7Ω／以下であるこ
とを特徴とする導電性フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電性樹脂組成物、および二軸延伸の導電性フィルムの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性樹脂に導電性を付与した導電性樹脂組成物は、電子部品包装容器用途、画像形
成装置用中間転写ベルト、帯電（除電）ブラシ用途、衣料用途など様々な分野に展開され
ている。
【０００３】
　そして導電性物質としては、カーボンブラック、炭素繊維などの炭素系材料、酸化錫、
酸化チタン、酸化アンチモン、酸化インジウムなどの金属酸化物、銅、銀、ニッケルなど
の金属粉が知られており、中でも安価で導電性の良好なカーボンブラックが導電剤として
使用されるのが一般的である。
【０００４】
　ところで、熱可塑性樹脂からなるフィルムに導電性を付与する方法としては、主に塗工
方式または練り込み方式が知られている。
【０００５】
　塗工方式はフィルム表面にカーボンブラックなどの導電性物質を含む塗工剤を塗布し皮
膜を形成する方法である。この方式によると、ピンホールや塗工ムラを完全に避けること
が難しく品質性能が低いうえに不安定になりがちである。また、基材タック性の強い溶剤
型塗工剤を使用することから基材を劣化させることも多い。更に、練り込み方式に比べて
、製造工程が煩雑かつ製造コストが高価であるという問題点が存在する。
【０００６】
　一方、練り込み方式は、カーボンブラックなどの導電性物質を溶融させた熱可塑性樹脂
中に練り込み、成形する方法である。この方式によると、塗工式に比べて製造工程が比較
的簡便かつ製造コストが安価であるという利点があるが、高導電性発現のためには、導電
性物質を大量に添加する必要が有るため、外観良好な成形体を得ることが難しいという問
題が存在する。
【０００７】
　また、熱可塑性樹脂からなるフィルムに延伸加工を施した延伸フィルムは、優れた機械
物性や光学特性を有することから、高付加価値フィルムとして多方面で利用されている。
しかしながら、カーボンブラックにより導電性を付与したフィルムは、この延伸によって
導電性が低下する。この理由は、フィルムを延伸することによって、樹脂中に分散してい
るカーボンブラックによる導電ネットワーク構造が破壊されるためであると考えられる。
【０００８】
　前記の問題を解決するために、不飽和カルボン酸または誘導体を添着したカーボンブラ
ックを熱可塑性樹脂に配合してなる導電性樹脂組成物が開示されている（例えば、特許文
献１参照）。しかしながら、低倍率（５倍）延伸下におけるフィルムの表面抵抗率が記載
されているだけであり、満足な導電性は得られていない。また、不飽和カルボン酸をカー
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ボンブラックに添着する際に、アセトンやトルエン等の有機溶媒を使用するため、環境面
において問題がある。更に、不飽和カルボン酸誘導体を添着したカーボンブラックを使用
するために、製造工程が煩雑化し、製造コストが高くなるという問題点がある。
【０００９】
　また、前記問題を解決するために、マトリックス樹脂中に炭素繊維を分散させてなる半
導電性樹脂組成物を用いた成形体が開示されている（例えば、特許文献２参照）。しかし
ながら、一般的に炭素繊維は比表面積が大きく凝集エネルギーが高いため、その凝集を抑
制することは困難である。さらに炭素繊維の凝集を抑制するために特定の比表面積とアス
ペクト比を有する炭素繊維を使用しているが、依然として成形体中の凝集塊の存在割合は
多く、外観良好な成形体は得られていない。また、樹脂との混練中に炭素繊維の一部が破
断されるため、安定的な導電性を有する成形体は得られていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平５－８１９２５号公報
【特許文献２】特開２００９－１２６９８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、外観良好で高倍率延伸後も導電性低下の少ない導電性フィルムを形成できる
導電性樹脂組成物、および生産性良好な導電性フィルムの製造方法の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者等は、上記課題を解決するため、鋭意研究した。
　すなわち、本発明の第１の発明は、熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボンブラック（Ｂ）と
、樹脂（Ｃ）とを含む樹脂組成物であって、
樹脂（Ｃ）のガラス転移温度が熱可塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度よりも低く、
カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギーが、カーボンブラック（Ｂ
）と熱可塑性樹脂（Ａ）との界面自由エネルギーよりも低く、
カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギーが、０～５０ｍＮ／ｍであ
ることを特徴とする導電性樹脂組成物に関する。
【００１３】
　本発明の第２の発明は、カーボンブラック（Ｂ）のＤＢＰ吸油量が３０～７５０ｍｌ／
１００ｇであることを特徴とする上記発明の導電性樹脂組成物に関する。
【００１４】
　本発明の第３の発明は、樹脂（Ｃ）が、熱可塑性エラストマーまたはポリエチレンであ
ることを特徴とする上記発明の導電性樹脂組成物に関する。
【００１５】
　本発明の第４の発明は、上記発明の導電性樹脂組成物を含むことを特徴とする導電性マ
スターバッチに関する。
【００１６】
　本発明の第５の発明は、上記発明の導電性樹脂組成物を用いて形成され、かつ延伸され
てなる導電性フィルムに関する。
【００１７】
　本発明の第６の発明は、上記発明の導電性樹脂組成物を含む樹脂組成物を溶融混練する
工程（１）、次に、フィルムを形成する工程（２）、更に、前記フィルムを延伸する工程
（３）を含むことを特徴とする導電性フィルムの製造方法に関する。
【００１８】
　本発明の第７の発明は、前記工程（３）において、フィルムを二軸延伸することを特徴
とする上記発明の導電性フィルムの製造方法に関する。
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【００１９】
　本発明の第８の発明は、前記工程（３）において、フィルムの延伸倍率が面積比で１．
５～２５倍であることを特徴とする上記発明の導電性フィルムの製造方法に関する。
【００２０】
　本発明の第９の発明は、上記発明の製造方法で得られた導電性フィルムに関する。
【００２１】
　本発明の第１０の発明は、上記発明の導電性フィルムの表面抵抗率が、１×１０7Ω／
□以下であることを特徴とする導電性フィルムに関する。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明により、高倍率延伸後も導電性低下の少ない導電性樹脂組成物、これを用いた外
観良好な導電性フィルム及び生産性良好な導電性フィルムの製造方法が実現できた。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明の導電性樹脂組成物は、熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボンブラック（Ｂ）と、樹
脂（Ｃ）とを含むことを特徴とする。また導電性樹脂組成物は、二軸延伸される導電性フ
ィルムの形成用に用いることが好ましい。本発明では、樹脂（Ｃ）のガラス転移温度が熱
可塑性樹脂（Ａ）より低いものを用い、さらにカーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との
界面自由エネルギーが、カーボンブラック（Ｂ）と熱可塑性樹脂（Ａ）との界面自由エネ
ルギーよりも低く、かつカーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギーが
、０～５０ｍＮ／ｍであることが重要である。これにより導電性樹脂組成物中のカーボン
ブラック（Ｂ）が樹脂（Ｃ）中に偏在するため、カーボンブラック（Ｂ）間の距離を短く
できる。そして本発明の導電性樹脂組成物は二軸延伸される導電性フィルムに用いた場合
に、単にカーボンブラック（Ｂ）を熱可塑性樹脂（Ａ）中に均質に練り込んだ場合と比較
して、延伸時にカーボンブラック（Ｂ）による導電ネットワーク構造が破壊されにくいた
め、導電性フィルムの延伸後の導電性の低下を最小限に抑えることができる。
　以下、本発明について具体的に説明する。
【００２４】
＜熱可塑性樹脂（Ａ）＞
　本発明において熱可塑性樹脂（Ａ）としては、加熱溶融により成形可能な樹脂であれば
特に制限されるものではないが、例えば、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂などの
ポリオレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリフェニレンエーテル系樹脂、アクリロ
ニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂
、ポリアセタール樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリメチルメタアク
リレート樹脂、ポリエーテルイミド樹脂やこれらの混合物などが挙げられる。特に好まし
い熱可塑性樹脂としては、安価かつ加工性に優れ、耐熱性、機械物性、耐薬品性、軽量性
などの特徴により電子部品包装材、家電や自動車部品、繊維等幅広く使用されている結晶
性ポリプロピレンが挙げられる。
【００２５】
　また、熱可塑性樹脂（Ａ）はメルトフローレート（以下、ＭＦＲという）（ＪＩＳ　Ｋ
　７２１０に準拠し、２３０℃、荷重２.１６ｋｇで測定）が、０．１～１００ｇ／１０
分が好ましく、より好ましくは１～５０ｇ／１０分である。ＭＦＲが０．１ｇ／１０分よ
り小さいと、導電性樹脂組成物の溶融粘度が著しく増加し、フィルムの成形性が悪化する
恐れがある。ＭＦＲが１００ｇ／１０分を超えると、カーボンブラック（Ｂ）の樹脂中へ
の溶融分散が難しく、外観良好なフィルムが得られないことがある。
【００２６】
　本発明において熱可塑性樹脂（Ａ）の使用量は、導電性樹脂組成物１００重量％中、４
０～９０重量％であることが好ましく、４７～８５重量％がより好ましく５５～８０重量
％が特に好ましい。４０重量％より少ないとフィルムの延伸による機械物性向上の効果が
十分に発揮されない場合がある。また、フィルムの耐熱性が低下し、延伸時にフィルムが
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破れる場合がある。一方、９０重量％より多いとカーボンブラック（Ｂ）及び樹脂（Ｃ）
の分散が困難になるため、安定的な導電性を有するフィルムが得られないことがある。
【００２７】
　また、上記熱可塑性樹脂（Ａ）の使用量は、樹脂（Ｃ）の使用量に比べて多量であるこ
とが好ましい。熱可塑性樹脂（Ａ）の使用量が、樹脂（Ｃ）の使用量に比べて少量である
場合、樹脂（Ｃ）中に偏在したカーボンブラック（Ｂ）間の距離が熱可塑性樹脂（Ａ）の
使用量が樹脂（Ｃ）の使用量に比べて多量である場合と比べて長くなるため、フィルム延
伸後に導電性が低下しすぎることがある。
【００２８】
＜カーボンブラック（Ｂ）＞
　本発明においてカーボンブラック（Ｂ）は、アスペクト比が１～５の範囲にある粒子状
の形態であることが好ましい。具体的には、例えばケッチェンブラック、アセチレンブラ
ック、ファーネスブラック、チャンネルブラック並びにナフサなどの炭化水素を水素及び
酸素の存在下で部分酸化して、水素及び一酸化炭素を含む合成ガスを製造する際に副生す
るカーボンブラック、あるいはこれを酸化または還元処理したカーボンブラック、グラフ
ァイト、カーボンナノチューブ、フラーレンなどが挙げられる。特に好ましいカーボンブ
ラックとしては、デンカブラック、ケッチェンブラックなどが挙げられる。カーボンブラ
ックは平均粒子径が５０ｎｍ以下のものが好ましく使用される。なお、本発明においてア
スペクト比とは、カーボンブラック（Ｂ）が粒子状の形態である場合、カーボンブラック
のストラクチャーを構成する球状成分の長軸の長さを球状成分の短軸の長さで割った値を
指す。一方、カーボンブラック（Ｂ）が繊維状の形態である場合、繊維長を繊維径で割っ
た値を指す。
【００２９】
　更に、上記カーボンブラック（Ｂ）のＤＢＰ吸油量は、３０～７５０ｍｌ／１００ｇが
好ましく、１００～４００ｍｌ／１００ｇがより好ましい。ＤＢＰ吸油量が３０ｍｌ／１
００ｇ未満のカーボンブラックでは、樹脂中への溶融分散は良好であるが、目的とする導
電性が得られないことがある。ＤＢＰ吸油量が７５０ｍｌ／１００ｇを超えるカーボンブ
ラックでは、目的とする導電性は得られるが、樹脂中への溶融分散が難しく、カーボンブ
ラックの未分散凝集塊が残り、フィルム形成過程及び延伸過程における安定性が著しく低
下する傾向がある。
　なお、本発明においてＤＢＰ吸油量とは、カーボンブラック粒子間の化学的ないし物理
的結合による複雑な凝集形態（ストラクチャー）の尺度で、カーボンブラック１００ｇ当
りに包含することのできるジブチルフタレート（ＤＢＰ）の量（ｍｌ）であって、この数
値が大きいカーボンブラックほど優れた導電性能を示す。
【００３０】
　更に、本発明においては、カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギ
ーがカーボンブラック（Ｂ）と熱可塑性樹脂（Ａ）との界面自由エネルギーより低いこと
が必要である。カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギーが、カーボ
ンブラック（Ｂ）と熱可塑性樹脂（Ａ）との界面自由エネルギーより高くなると、フィル
ム延伸後に導電性が低下しすぎることがある。これは、カーボンブラック（Ｂ）が樹脂（
Ｃ）に比べて熱可塑性樹脂（Ａ）中に偏在しやすくなり、樹脂組成物中における導電ネッ
トワーク構造の形成が不十分であるためと考えられる。
【００３１】
　更に、本発明においては、カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギ
ーが０～５０ｍＮ／ｍであることが必要である。更に好ましくは０～４０ｍＮ／ｍであり
、特に好ましくは０～３０ｍＮ／ｍである。カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界
面自由エネルギーが５０ｍＮ／ｍを超えると、カーボンブラック（Ｂ）の樹脂（Ｃ）への
分散が悪化する傾向がある。その結果、樹脂組成物中に導電ネットワーク構造が形成され
にくくなるため、フィルム延伸後に導電性が低下しすぎることがある。
【００３２】
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　カーボンブラック（Ｂ）を複数種類用いる場合は、カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ
）との界面自由エネルギーが、カーボンブラック（Ｂ）と熱可塑性樹脂（Ａ）との界面自
由エネルギーよりそれぞれ低く、カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネ
ルギーがそれぞれ５０ｍＮ／ｍ以下であることが好ましい。１種類でも上記条件を満たさ
ないと、カーボンブラック（Ｂ）の樹脂（Ｃ）への分散が悪化する傾向がある。その結果
、樹脂組成物中に導電ネットワーク構造が形成されにくくなるため、フィルム延伸後に導
電性が低下しすぎることがある。
【００３３】
　また、上記界面自由エネルギーを調整するため、カーボンブラックの表面処理をしても
良い。
　なお、本発明において界面自由エネルギーとは試料間の親和性を表すファクターであり
、各試料の表面自由エネルギーより拡張Ｆｏｗｋｅｓの式を用いて算出されるものである
。界面自由エネルギーの値が小さいほど試料間の親和性が高いことを示す。
各試料の表面自由エネルギーは、自動接触角計（協和界面科学（株）製、ＤＣＡ－ＶＺ）
及び表面自由エネルギー解析ソフトウェア（協和界面科学（株）製、ＥＧ－１１）を用い
て測定した。具体的には、まず、上記接触角計（環境温度：２３℃、５０％ＲＨ）を使用
し、標準液を試料表面に滴下して接触角を測定した。標準液として非極性液体、極性液体
、水素結合性液体の３種類の液体が必要であり、本発明においては非極性液体としてヘキ
サデカン、極性液体としてヨウ化メチレン、水素結合性液体として水を用いて測定した値
を用いた。
　次いで、上記表面自由エネルギー解析ソフトウェアを使用し、得られた接触角の測定結
果に基づき、各試料の表面自由エネルギーを解析した。最後に、得られた表面自由エネル
ギーの測定結果に基づき、拡張Ｆｏｗｋｅｓの式（日本接着協会誌、８（３）、１３１　
（１９７２））を用いて、各試料間の界面自由エネルギーを算出した。
【００３４】
　本発明においてカーボンブラック（Ｂ）の使用量は、導電性樹脂組成物１００重量％中
、５～３０重量％であることが好ましく、５～２８重量％がより好ましく５～２５重量％
が特に好ましい。５重量％より少ないとフィルム形成の際、良好な導電性が得られない恐
れがある。一方、３０重量％より多いとカーボンブラックの分散不良が生じ、外観良好な
フィルムを得ることができない可能性がある。また、押出時やフィルム成形時にカーボン
ブラックの未分散凝集塊による目詰まりが発生し、生産効率が悪化することがある。
【００３５】
＜樹脂（Ｃ）＞
　本発明において樹脂（Ｃ）としては、熱可塑性エラストマーやポリエチレンが好ましい
。そして熱可塑性樹脂（Ａ）で使用する樹脂とは異種で、熱可塑性樹脂（Ａ）とは非相溶
の樹脂を使用することが好ましい。また、樹脂（Ｃ）のガラス転移温度が熱可塑性樹脂（
Ａ）のガラス転移温度よりも低く、かつ、カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面
自由エネルギーが、カーボンブラック（Ｂ）と熱可塑性樹脂（Ａ）との界面自由エネルギ
ーよりも低く、かつ、カーボンブラック（Ｂ）と樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギーが、
５０ｍＮ／ｍ以下であることが必要である。
【００３６】
　熱可塑性エラストマーとは、加熱により軟化して流動性を示すが、常温ではゴム弾性を
示す材料を指す。分子構造としては、ゴム弾性を発揮するソフトセグメントと高温では流
動するが常温で塑性変形を防止するハードセグメントから成り、ハードセグメントが会合
又は凝集してミクロ相分離構造を形成しているものを指す。例えば、エチレン－プロピレ
ン共重合体（ＥＰＭ）やエチレン－プロピレン－ジエン共重合体（ＥＰＤＭ）のようなオ
レフィン系エラストマー、スチレン－ブタジエン共重合体（ＳＢＳ）やスチレン－エチレ
ン－ブタジエン共重合体(ＳＥＢＳ)から成るスチレン系エラストマー、シリコン系エラス
トマー、ニトリル系エラストマー、ブタジエン系エラストマー、ウレタン系エラストマー
、ナイロン系エラストマー、エステル系エラストマー、フッ素系エラストマー、およびそ
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れらのエラストマーに反応部位（二重結合、無水カルボキシル基等）を導入した変性物な
どを挙げることができる。これらは単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いて
もよい。
【００３７】
　前記熱可塑性エラストマーには、硫黄等で分子鎖間を架橋した、いわゆる架橋ゴムも含
めることができる。架橋ゴムとしては、例えば、天然ゴム、合成イソプレンゴム（ＩＲ）
、ブタジエンゴム（ＢＲ）、スチレン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）、クロロプレンゴム（
ＣＲ）、アクリロニトリル－ブタジエン共重合ゴム（ＮＢＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、
ハロゲン化ブチルゴム、ウレタンゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴム、多硫化ゴムなどの
架橋化物を挙げることができる。これらは単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて
用いてもよい。
【００３８】
　本発明においてポリエチレンとは、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、超高分子量ポリ
エチレン（ＵＨＭＷＰＥ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、直鎖状低密度ポリエチレ
ン（ＬＬＤＰＥ）、密度０．９０未満の超低密度ポリエチレン（ＶＬＤＰＥ）及びエチレ
ンと他のα－オレフィン、不飽和カルボン酸またはその誘導体の中から選ばれる２種以上
の化合物の共重合体、例えばエチレン－ブテン－１共重合体、エチレン－アクリル酸共重
合体、エチレン－アクリル酸エステル共重合体、エチレン－メタクリル酸共重合体、エチ
レン－メタクリル酸エステル共重合体等を挙げることが出来る。
【００３９】
　本発明における樹脂（Ｃ）のガラス転移温度（以下、Ｔｇともいう）は、熱可塑性樹脂
（Ａ）のＴｇよりも低いことが必要であり、好ましくは熱可塑性樹脂（Ａ）のＴｇに対し
て１０℃以上低温であり、より好ましくは２０℃以上低温である。樹脂（Ｃ）のＴｇが熱
可塑性樹脂（Ａ）のＴｇよりも高い場合又は樹脂（Ｃ）のＴｇが熱可塑性樹脂（Ａ）のＴ
ｇよりも１０℃未満低温である場合、延伸後に導電性が低下する傾向がある。これは、カ
ーボンブラック（Ｂ）の樹脂（Ｃ）への偏在が不十分であり、樹脂組成物中に十分に発達
した導電ネットワーク構造を形成できないためと考えられる。
なお本発明においてＴｇは、示差走査型熱量計（セイコーインスツルメンツ社製、ＤＳＣ
２２０）により窒素雰囲気下においてＪＩＳ　Ｋ　７１２１に準拠して測定を行った。容
量５０μｌの密閉型サンプル容器に１５～２０ｍｇの試料を詰め、昇温速度１０℃／分に
て測定を行った。具体的には、得られたＤＳＣ曲線の階段状変化を示す部分において、各
ベースラインの延長した直線上から縦軸方向に等距離にある直線と、ガラス転移の階段状
変化部分の曲線とが交わる点の温度をＴｇとした。またＴｇが複数存在する場合、本発明
においては最も低温の値を採用するものとする。
【００４０】
　樹脂（Ｃ）の使用量は、本発明の目的とする導電性フィルムの特性を損なわない範囲で
用いることが好ましい。すなわち導電性樹脂組成物１００重量％中に、５～３０重量％が
好ましく、１０～２５重量％がより好ましく、１５～２０重量％が特に好ましい。樹脂（
Ｃ）の使用量が５重量％未満であると、フィルム延伸後に導電性が低下しすぎることがあ
る。これは、樹脂（Ｃ）中に偏在するカーボンブラック（Ｂ）の割合が減少し、フィルム
中に十分に発達した導電ネットワーク構造を形成できなくなるためと考えられる。逆に、
樹脂（Ｃ）の添加量が３０重量％を超えると、フィルムの耐熱性が低下し、延伸時にフィ
ルムが破れる場合がある。
【００４１】
＜導電性樹脂組成物＞
　本発明の導電性樹脂組成物は、上記（Ａ）～（Ｃ）成分を混合し溶融混練して得られた
溶融混練物と希釈樹脂との混合物、いわゆるマスターバッチや上記（Ａ）～（Ｃ）成分を
混合し溶融混練して得られた溶融混練物、いわゆるコンパウンドの形態が好ましい。
【００４２】
　また、前記導電性樹脂組成物には、前記（Ａ）～（Ｃ）の主成分以外に、導電性フィル
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ムの成形性、ブロッキング性、導電性に影響を及ぼさない範囲で、１種類以上の添加剤を
適宜混合しても良い。使用する添加剤としては、特に制限は無く、例えば、一般に使用さ
れる各種レベリング剤、染料、顔料、顔料分散剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、粘性改質
剤、耐光安定剤、金属不活性剤、過酸化物分解剤、充填剤、補強剤、可塑剤、潤滑剤、防
食剤、防錆剤、乳化剤、鋳型脱色剤、蛍光性増白剤、有機防炎剤、無機防炎剤、滴下防止
剤、溶融流改質剤、帯電防止剤などを挙げることができる。
【００４３】
＜導電性フィルム＞
　本発明の導電性フィルムとは、前記導電性樹脂組成物を用いて形成され、かつ延伸され
てなる導電性フィルムである。導電性フィルムの製造方法は、導電性樹脂組成物を含む樹
脂組成物を溶融混練する工程（１）、次に、フィルムを形成する工程（２）、更に、前記
フィルムを延伸する工程（３）を含むことが好ましい。
　以下、各工程について具体的に説明する。
【００４４】
　まず始めに、導電性樹脂組成物を含む樹脂組成物を溶融混練する工程（１）について述
べる。本発明において、導電性樹脂組成物を含む樹脂組成物を溶融混練する方法としては
、熱可塑性樹脂（Ａ）および樹脂（Ｃ）の融点より高温で溶融混練する方法であれば特に
限定されない。溶融混練に用いられる装置としては、特に制限されるものではなく、公知
の溶融混練装置が挙げられ、例えば単軸押出機や二軸押出機、バンバリーミキサーなどが
挙げられるが、高い分散能力と生産性を有することから二軸押出機による混練が望ましい
。二軸押出機に使用するスクリューエレメントとしては、カーボンブラックの凝集とスト
ラクチャーの破壊を防ぐため、せん断を低減したスクリューエレメントを使用することが
好ましい。また、加圧ニーダーのような、高せん断力が掛からなくて、時間をかけて分散
が達成できるものも好ましく用いられる。
【００４５】
　このとき溶融混練温度としては、樹脂組成により異なるが、熱可塑性樹脂（Ａ）として
結晶性ポリプロピレンを用いた場合、１８０～２３０℃、更には２００℃～２２０℃で好
ましく行われる。溶融混練温度が１８０℃未満の場合、熱可塑性樹脂（Ａ）が十分に可塑
化されず、熱可塑性樹脂（Ａ）とカーボンブラック（Ｂ）（又は樹脂（Ｃ））との混練が
不十分になることがある。逆に、２３０℃を超える場合、熱可塑性樹脂（Ａ）及び樹脂（
Ｃ）の劣化が必要以上に進行し、フィルム強度が低下することがある。
【００４６】
　上記導電性樹脂組成物を含む樹脂組成物を溶融混練する順序としては、初めに（Ａ）と
（Ｂ）とを混合し、溶融混練後、次いで（Ｃ）を添加して更に溶融混練しても良いし、又
は、初めに（Ｂ）と（Ｃ）とを混合し、溶融混練後、次いで（Ａ）を添加して更に溶融混
練しても良いし、又は、（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）を同時に混合し、溶融混練しても良い。
　更に（Ｂ）を複数種類用いる場合は、まず、（Ｂ）１種類と（Ａ）又は（Ｃ）とを混合
し、溶融混練して溶融混練物を作製した後に、複数種類の（Ｂ）（Ａ）又は（Ｂ）（Ｃ）
溶融混練物を混合し、再度溶融混練しても良い。
【００４７】
　次に、導電性フィルムを形成する工程（２）について述べる。本発明で用いられる導電
性フィルムの形成方法については特に制限されるものではなく、例えばＴダイ法、インフ
レーション法などの溶融押出法、カレンダー法などが挙げられる。
【００４８】
　本発明の導電性フィルムの形成温度は樹脂組成により異なるが、熱可塑性樹脂（Ａ）と
して結晶性ポリプロピレンを用いた場合、前記導電性樹脂組成物の溶融混練時の温度と同
じ温度で行うことができる。
【００４９】
　最後に、前記導電性フィルムを延伸する工程（３）について述べる。本発明で用いられ
る導電性フィルムの延伸方法については特に制限しないが、例えば、湿式一軸延伸法、乾
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式一軸延伸法、テンター式逐次二軸延伸法、テンター式同時二軸延伸法、チューブラー式
二軸延伸法などが挙げられる。
【００５０】
　また、延伸温度は樹脂組成により異なるが、熱可塑性樹脂（Ａ）として結晶性ポリプロ
ピレンを用いた場合、通常１２０～１５０℃、好ましくは１２５℃～１４５℃で行われる
。上記範囲を外れると、均一にフィルムを延伸することが困難になる傾向がある。
【００５１】
　本発明で用いられる導電性フィルムの延伸倍率は１．５～２５倍が好ましく、４～１６
倍の範囲内がより好ましい。なお本発明において延伸倍率とは、未延伸フィルムを流れ方
向（以下、ＭＤ方向ともいう）に延伸したときの倍率と垂直方向（以下、ＴＤ方向ともい
う）に延伸したときの倍率とを掛けた値（単位：倍）を差す。
　延伸倍率が１．５倍未満であると、十分な機械物性を有するフィルムを得ることは難し
い。一方、延伸倍率が２５倍を超えると、延伸後に導電性が大きく低下する恐れがある。
また、延伸時にフィルムが破損する可能性がある。
　更に二軸延伸の場合、ＭＤ，ＴＤ各方向の延伸倍率はそれぞれ１倍より大きく５倍以下
が好ましい。ＭＤ，ＴＤ各方向の延伸倍率が５倍を超えると、延伸後にこの方向における
導電性が大きく低下する恐れがある。また、延伸時にフィルムが破損する可能性がある。
【００５２】
　また、上記製造方法で得られた本発明の導電性フィルムの表面抵抗率は、１×１０7Ω
／□以下、更には１×１０6Ω／□以下が好ましい。延伸後における導電性フィルムの表
面抵抗率が１×１０7Ω／□を超えると、フィルムを各種部材として使用した場合、十分
な帯電防止効果が発揮されない場合が有る。
【００５３】
　本発明の成形体は、外観に優れ、その表面において優れた導電性を示し、フィルム、シ
ート、容器、テープ、フラットヤーンなどに好適である。従って、精密電子部品、電子機
器などの包装体、トレイなどの収容体、各種保護用部材、フレキシブルコンテナ材、磁気
記録用テープなどとして有効である。
【実施例】
【００５４】
　以下本発明を実施例により具体的に説明するが、本発明の技術思想を逸脱しない限り、
本発明はこれらの実施例に限定されるものではない。
【００５５】
　実施例及び比較例において用いられる熱可塑性樹脂（Ａ）と樹脂（Ｃ）のガラス転移温
度、カーボンブラック（Ｂ）と熱可塑性樹脂（Ａ）又は樹脂（Ｃ）との界面自由エネルギ
ーについて表１にまとめた。
【００５６】
　また、実施例および比較例における導電性樹脂組成物の配合を表２および表３に示す。
なお本明細書において実施例７および８は、参考例である。
【００５７】
（実施例１）
（１）溶融混練
　ＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））５９．９重量部に対して、デンカブラック粒状品（カーボ
ンブラック（Ｂ））４０重量部と、イルガノックス１０１０（酸化防止剤）０．１重量部
とをスクリュー直径３２ｍｍ、Ｌ／Ｄ（スクリュー径／スクリュー長さ）＝４５．７５の
二軸押出機に供給し、シリンダー温度２００℃～２３０℃、スクリュー回転数２３０ｒｐ
ｍの条件で溶融混練、押出してペレット状となし、カーボンマスターバッチ（ＣＭＢ－１
）を作製した。
　上記ＣＭＢ－１　５２．５重量部に対して、ＳＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ））１５重量部と
希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンドした。こ
の混合物をスクリュー直径３０ｍｍ、Ｌ／Ｄ（スクリュー径／スクリュー長さ）＝４２の
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二軸押出機に供給し、シリンダー温度２００℃～２２０℃、スクリュー回転数２３０ｒｐ
ｍの条件で溶融混練、押出してペレット状となし、導電性樹脂組成物（各成分の重量比　
熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カーボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（
Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％）を作製した。
【００５８】
（２）フィルムの形成
　上記導電性樹脂組成物をＴダイ押出成形機（（株）東洋精機製製作所、ラボプラストミ
ル）に供給し、Ｌｉｐ開度０．３５ｍｍ　１２０メッシュ、シリンダー温度２００℃～２
３０℃、スクリュー回転数１００ｒｐｍの条件で溶融混練、押出して厚さ０．１ｍｍの導
電性フィルムを作製した。
【００５９】
（３）フィルムの延伸
　上記導電性フィルムを二軸延伸装置（（株）東洋精機製作所、ＥＸ－１０Ｂ）を用いて
、１２５℃、延伸速度５００ｍｍ／分の条件で同時二軸延伸（延伸倍率９倍；ＭＤ方向の
延伸倍率：３倍、ＴＤ方向の延伸倍率：３倍）し、導電性二軸延伸フィルムを得た。
【００６０】
（４）フィルムの評価
　上記導電性フィルムを以下の方法により評価を行った。評価結果を表４に示す。
【００６１】
[生産安定性]
　フィルム成形時において、成形機内の樹脂圧の上昇値が１時間後に３ＭＰａ未満の場合
を◎（特に良好）、３ＭＰａ以上５ＭＰａ未満の場合を○（良好）、５ＭＰａ以上７ＭＰ
ａ未満の場合を△（やや不良）、７ＭＰａ以上の場合を×（不良）とした。７ＭＰａ以上
の場合、メッシュの目詰まりにより樹脂温度が上昇し樹脂劣化が進行する傾向があるため
（かつ吐出が安定せず厚み一定のフィルムが得られなくなる傾向があるため）、Ｔダイヘ
ッドを外してメッシュを交換する必要が有り、生産効率が特に低下する。
【００６２】
[外観]
　延伸前のフィルム１０ｃｍ角（１００ｃｍ2）当たりのブツ個数を目視により数えて評
価した。ブツは形状が円、楕円、四角等の各種形状で、フィルムの平面の最長の長さが
０．１ｍｍ以上の突起物とした。ブツが５０個未満の場合を◎（特に良好）、５０個以上
７５個未満の場合を○（良好）、７５個以上１００個未満の場合を△（やや不良）、１０
０個以上の場合を×（不良）とした。
【００６３】
[導電性]
　延伸前及び延伸後のフィルムについて、恒温恒湿室（２３℃、５０％ＲＨ）において表
面抵抗計（シムコジャパン社製、ワークサーフェイステスターＳＴ－３、印加電圧１５Ｖ
以下）を用いて表面抵抗率を測定した。なお測定は、恒温恒湿室に１日間静置したフィル
ムを用いて１試料につき３回測定し、その平均値を求めた。
【００６４】
（実施例２）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とＳＢＳ（イ）（樹脂（Ｃ））１５重
量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンドし
て導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カーボ
ンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％
）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った
。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００６５】
（実施例３）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とＳＥＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ））１５
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重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンド
して導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カー
ボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量
％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行っ
た。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００６６】
（実施例４）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とＳＥＢＳ（イ）（樹脂（Ｃ））１５
重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンド
して導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カー
ボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量
％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行っ
た。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００６７】
（実施例５）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とポリウレタン（ア）（樹脂（Ｃ））
１５重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレ
ンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、
カーボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５
重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を
行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００６８】
（実施例６）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とポリウレタン（イ）（樹脂（Ｃ））
１５重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレ
ンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、
カーボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５
重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を
行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００６９】
（実施例７）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とポリエーテル（ア）（樹脂（Ｃ））
１５重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレ
ンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、
カーボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５
重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を
行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７０】
（実施例８）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とポリエーテル（イ）（樹脂（Ｃ））
１５重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレ
ンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、
カーボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５
重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を
行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７１】
（実施例９）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とＥＰＤＭ（樹脂（Ｃ））１５重量部
と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンドして導
電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カーボンブ
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ラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％）を
作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った。導
電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７２】
（実施例１０）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とＬＤＰＥ（樹脂（Ｃ））１５重量部
と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンドして導
電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カーボンブ
ラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％）を
作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った。導
電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７３】
（実施例１１）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　３７．５重量部とＳＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ））１５重
量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））４７．５重量部とをドライブレンドし
て導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６９．９６重量％、カーボ
ンブラック（Ｂ）：１５重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０４重量％
）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った
。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７４】
（実施例１２）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　７５重量部とＳＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ））１５重量部
と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））１０重量部とをドライブレンドして導電性
樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：５４．９２重量％、カーボンブラッ
ク（Ｂ）：３０重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０８重量％）を作製
した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った。導電性
フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７５】
（実施例１３）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とＳＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ））１０重
量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３７．５重量部とをドライブレンドし
て導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６８．９５重量％、カーボ
ンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１０重量％、酸化防止剤：０．０５重量％
）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った
。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７６】
（実施例１４）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部とＳＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ））２５重
量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））２２．５重量部とをドライブレンドし
て導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：５３．９５重量％、カーボ
ンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：２５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％
）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った
。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７７】
（実施例１５）
　ＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））８４．９３重量部に対して、ケッチェンブラックＥＣ３０
０－Ｊ（カーボンブラック（Ｂ））１５重量部と、イルガノックス１０１０（酸化防止剤
）０．０７重量部とをスクリュー直径３２ｍｍ、Ｌ／Ｄ（スクリュー径／スクリュー長さ
）＝４５．７５の二軸押出機に供給し、シリンダー温度２００℃～２３０℃、スクリュー
回転数２３０ｒｐｍの条件で溶融混練、押出してペレット状となし、カーボンマスターバ
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ッチ（ＣＭＢ－２）を作製した。
　上記ＣＭＢ－２　６６．７重量部に対して、ＳＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ））１５重量部と
希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））１８．３重量部とをドライブレンドして導電
性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：７４．９５重量％、カーボンブラ
ック（Ｂ）：１０重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％）を作
製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った。導電
性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７８】
（実施例１６）
　実施例１５で得られたＣＭＢ－２　６６．７重量部とポリウレタン（ア）（樹脂（Ｃ）
）１５重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））１８．３重量部とをドライブ
レンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：７４．９５重量％
、カーボンブラック（Ｂ）：１０重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０
５重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸
を行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００７９】
（実施例１７）
　実施例１５で得られたＣＭＢ－２　６６．７重量部とＬＤＰＥ（樹脂（Ｃ））１５重量
部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））１８．３重量部とをドライブレンドして
導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：７４．９５重量％、カーボン
ブラック（Ｂ）：１０重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％）
を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った。
導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８０】
（実施例１８）
　ＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））５９．９重量部に対して、＃６５０Ｂ（カーボンブラック
（Ｂ））４０重量部と、イルガノックス１０１０（酸化防止剤）０．１重量部とをスクリ
ュー直径３２ｍｍ、Ｌ／Ｄ（スクリュー径／スクリュー長さ）＝４５．７５の二軸押出機
に供給し、シリンダー温度２００℃～２３０℃、スクリュー回転数２３０ｒｐｍの条件で
溶融混練、押出してペレット状となし、カーボンマスターバッチ（ＣＭＢ－３）を作製し
た。
　上記ＣＭＢ－３　５２．５重量部に対して、ＳＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ））１５重量部と
希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンドして導電
性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カーボンブラ
ック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％）を作
製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った。導電
性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８１】
（実施例１９）
　実施例１８で得られたＣＭＢ－３　５２．５重量部とポリウレタン(ア)（樹脂（Ｃ））
１５重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレ
ンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、
カーボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５
重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を
行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８２】
（実施例２０）
　実施例１８で得られたＣＭＢ－３　５２．５重量部とＬＤＰＥ（樹脂（Ｃ））１５重量
部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンドして
導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カーボン



(14) JP 5267468 B2 2013.8.21

10

20

30

40

50

ブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％）
を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った。
導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８３】
（比較例１）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部に対して、希釈樹脂としてＰＰ（熱可
塑性樹脂（Ａ））４７．５重量部とをドライブレンドして導電性樹脂組成物（各成分の重
量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：７８．９５重量％、カーボンブラック（Ｂ）：２１重量％、
酸化防止剤：０．０５重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルム
を作製し、二軸延伸を行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８４】
（比較例２）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　７５重量部に対して、希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性
樹脂（Ａ））２５重量部とをドライブレンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱
可塑性樹脂（Ａ）：６９．９２重量％、カーボンブラック（Ｂ）：３０重量％、酸化防止
剤：０．０８重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し
、二軸延伸を行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８５】
（比較例３）
　実施例１５で得られたＣＭＢ－２　６６．７重量部に対して、希釈樹脂としてＰＰ（熱
可塑性樹脂（Ａ））３３．３重量部とをドライブレンドして導電性樹脂組成物（各成分の
重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：８９．９５重量％、カーボンブラック（Ｂ）：１０重量％
、酸化防止剤：０．０５重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィル
ムを作製し、二軸延伸を行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８６】
（比較例４）
　実施例１８で得られたＣＭＢ－３　５２．５重量部に対して、希釈樹脂としてＰＰ（熱
可塑性樹脂（Ａ））４７．５重量部とをドライブレンドして導電性樹脂組成物（各成分の
重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：７８．９５重量％、カーボンブラック（Ｂ）：２１重量％
、酸化防止剤：０．０５重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィル
ムを作製し、二軸延伸を行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８７】
（比較例５）
　実施例１で得られたＣＭＢ－１　５２．５重量部に対して、ＰＳ（樹脂（Ｃ））１５重
量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンドし
て導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カーボ
ンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％
）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った
。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８８】
（比較例６）
　実施例１５で得られたＣＭＢ－２　６６．７重量部に対して、ＰＳ（樹脂（Ｃ））１５
重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））１８．３重量部とをドライブレンド
して導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：７４．９５重量％、カー
ボンブラック（Ｂ）：１０重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量
％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行っ
た。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００８９】
（比較例７）
　実施例１８で得られたＣＭＢ－３　５２．５重量部に対して、ＰＳ（樹脂（Ｃ））１５
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重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））３２．５重量部とをドライブレンド
して導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：６３．９５重量％、カー
ボンブラック（Ｂ）：２１重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量
％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行っ
た。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００９０】
（比較例８）
　ＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））８４．９３重量部に対して、ＶＧＣＦ（カーボンブラック
（Ｂ））１５重量部と、イルガノックス１０１０（酸化防止剤）０．０７重量部とをスク
リュー直径３２ｍｍ、Ｌ／Ｄ（スクリュー径／スクリュー長さ）＝４５．７５の二軸押出
機に供給し、シリンダー温度２００℃～２３０℃、スクリュー回転数２３０ｒｐｍの条件
で溶融混練、押出してペレット状となし、カーボンマスターバッチ（ＣＭＢ－４）を作製
した。
　上記ＣＭＢ－４　６６．７重量部に対して、希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ）
）３３．３重量部とをドライブレンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性
樹脂（Ａ）：８９．９５重量％、カーボンブラック（Ｂ）：１０重量％、樹脂酸化防止剤
：０．０５重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、
二軸延伸を行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００９１】
（比較例９）
　比較例８で得られたＣＭＢ－４　６６．７重量部に対して、ＳＢＳ（ア）（樹脂（Ｃ）
）１５重量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））１８．３重量部とをドライブ
レンドして導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：７４．９５重量％
、カーボンブラック（Ｂ）：１０重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０
５重量％）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸
を行った。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００９２】
（比較例１０）
　比較例８で得られたＣＭＢ－４　６６．７重量部に対して、ＰＳ（樹脂（Ｃ））１５重
量部と希釈樹脂としてＰＰ（熱可塑性樹脂（Ａ））１８．３重量部とをドライブレンドし
て導電性樹脂組成物（各成分の重量比　熱可塑性樹脂（Ａ）：７４．９５重量％、カーボ
ンブラック（Ｂ）：１０重量％、樹脂（Ｃ）：１５重量％、酸化防止剤：０．０５重量％
）を作製した以外は、実施例１と同様にして導電性フィルムを作製し、二軸延伸を行った
。導電性フィルムの評価結果を表４に示した。
【００９３】
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【表１】

【００９４】
[熱可塑性樹脂（Ａ）]
ＰＰ：（株）プライムポリマー　結晶性ポリプロピレン樹脂　Ｊ１０５Ｇ　ＭＦＲ＝９ｇ
／１０分
【００９５】
[カーボンブラック（Ｂ）]
電気化学工業（株）　デンカブラック（粒状品）　粒子径＝３５ｎｍ　ＤＢＰ吸油量＝１
６０ｍｌ／１００ｇ　アスペクト比≒１
ケッチェン・ブラック・インターナショナル（株）　ケッチェンブラックＥＣ－３００Ｊ
　粒子径＝４０ｎｍ　ＤＢＰ吸油量＝３６５ｍｌ／１００ｇ　アスペクト比≒１
三菱化学（株）　＃６５０Ｂ　粒子径＝２２ｎｍ　ＤＢＰ吸油量＝１１４ｍｌ／１００ｇ
アスペクト比≒１
昭和電工（株）　ＶＧＣＦ（気相法炭素繊維）　繊維径＝１５０ｎｍ　繊維長＝１０～２
０μｍ　アスペクト比＝１０～５００
【００９６】
[樹脂（Ｃ）] 
ＳＢＳ（ア）：旭化成ケミカルズ（株）スチレン－ブタジエン系熱可塑性エラストマー　
タフプレン１２６Ｓ
ＳＢＳ（イ）：旭化成ケミカルズ（株）スチレン－ブタジエン系熱可塑性エラストマー　
アサフレックス８０５
ＳＥＢＳ（ア）：旭化成ケミカルズ（株）水添スチレン－エチレン－ブタジエン系熱可塑
性エラストマー　タフテックＨ１０４３
ＳＥＢＳ（イ）：旭化成ケミカルズ（株）水添スチレン－エチレン－ブタジエン系熱可塑
性エラストマー　タフテックＨ１２２１
ポリウレタン（ア）：ディーアイシーバイエルポリマー（株）ポリウレタン系熱可塑性エ
ラストマー　パンデックスＴ－２１９０
ポリウレタン（イ）：ディーアイシーバイエルポリマー（株）ポリウレタン系熱可塑性エ
ラストマー　パンデックスＴ－８１９０
ポリエーテル（ア）：三洋化成工業（株）ポリエーテル系熱可塑性エラストマー　ペレス
タット２３０
ポリエーテル（イ）：三洋化成工業（株）ポリエーテル系熱可塑性エラストマー　ペレス
タット６５００
ＥＰＤＭ：ＪＳＲ（株）　エチレン－プロピレン－ジエンゴム　ＥＰ５７Ｐ
ＬＤＰＥ：旭化成ケミカルズ（株）　低密度ポリエチレン　サンテックＬＤ　Ｍ２２７０
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ＰＳ：日本ポリスチレン（株）　ポリスチレン６７９
【００９７】
[酸化防止剤]
チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）　イルガノックス１０１０
【００９８】
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【表２】

【００９９】
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【表３】

【０１００】
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【表４】

【０１０１】
　表４の結果から、比較例は、樹脂（Ｃ）が未添加の場合（比較例１～４）、二軸延伸フ
ィルムの表面抵抗率は１×１０12Ω／□程度を示し、延伸によって導電性が大きく低下し
た。このとき生産安定性は良好～やや不良、外観はやや不良～不良であった。また、熱可
塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度より高いガラス転移温度を示す樹脂（Ｃ）を使用した場
合（比較例５～７）も、二軸延伸フィルムの表面抵抗率は１×１０12Ω／□を示し、延伸
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によって導電性が大きく低下した。このとき生産安定性はやや不良～不良、外観は不良で
あった。また、カーボンブラック（Ｂ）としてＶＧＣＦ（気相法炭素繊維）を使用した場
合（比較例８～１０）は、生産安定性、外観共に不良であり、延伸時に炭素繊維の身分散
凝集塊を起点としてフィルムが破れたため、表面抵抗率を測定することは不可能であった
。
　一方、実施例は、熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボンブラック（Ｂ）と、樹脂（Ｃ）とを
含む導電性樹脂組成物から得られた導電性フィルムであるため、二軸延伸後も導電性を維
持（１×１０7Ω／□以下）しており、外観、生産安定性についても共に良好であった（
実施例１～１０）。また、カーボンブラック（Ｂ）の使用量を変化した場合（実施例１１
又は１２）又は樹脂（Ｃ）の使用量を変化した場合（実施例１３又は１４）又はカーボン
ブラック（Ｂ）の種類・グレードを変化した場合（実施例１５～２０）においても、二軸
延伸後のフィルムは導電性を維持（１×１０7Ω／□以下）しており、外観、生産安定性
についても共に良好であった。
　以上のことから、本発明により、外観良好で高倍率延伸後も導電性低下の少ない導電性
フィルムを形成できる導電性樹脂組成物、および生産性良好な導電性フィルムの製造方法
を提供できる。従って、本発明の産業上の利用価値は極めて大きい。
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